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青森県リサイクル製品認定申請手続き（平成２３年度版） 

 

１ 申請手続き 

（１）申請受付期間（年２回） 

   １回目：平成２３年 ５月２日（月）から ５月３１日（火）まで 

   ２回目：平成２３年１１月１日（火）から１２月 ９日（金）まで 

※ 制度内容等に関するご相談は随時行っております。 

（２）申請窓口 

   〒030-8570 青森県青森市長島一丁目１－１ 

   青森県環境生活部環境政策課循環・環境産業グループ 

   電話 ０１７－７３４－９２４９ 

   FAX ０１７－７３４－８０６５ 

   ホームページ  

http://www.pref.aomori.lg.jp/nature/kankyo/nintei_recycle.html 

（３）申請書類 

   イ リサイクル製品認定申請書 

第１号様式（４ページ）により、申請書を作成し、２部（正・副）提出してく

ださい。様式はホームページからダウンロードすることができます。 

   ロ 添付書類 

     申請書には６～７ページに記載している「添付書類」を添付してください。 

    （申請書同様２部（正・副）提出してください。） 

   ハ 申請手数料 

無料です。ただし、申請のために実施する品質試験等に要する経費は申請者の

負担となります。 

   ニ その他 

申請時に提出した申請書及び添付書類を１部複写の上、申請者において保管し

ておくことをお勧めします。 

（４）審査 

   イ 申請書の提出時に、記入や添付書類に漏れが無いことを確認し、収受します。

県の担当者へあらかじめ電話連絡のうえ、申請書類を持参してくださるようお願

いします。 

   ロ 後日、リサイクル製品を製造・加工する事業場の現地確認を行います。 

   ハ 審査の過程で、審査に必要な書類の提出を更にお願いすることがあります。 

   ニ リサイクル製品に関する学識経験者の意見を聴いて審査を行います。 

   ホ 審査結果に基づき、知事が認定の可否を決定し、文書でお知らせします。 
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（５）認定証交付及び認定期間 

   イ 青森県リサイクル製品認定制度により認定を受けた製品であることを証する認

定証を交付します。 

   ロ 認定の有効期間は認定を受けた日から平成２７年３月末までです。有効期間満

了後引き続き認定を受けようとする場合、再度申請することができます。 

 

（６）認定マーク 

   県の認定リサイクル製品として認定された場合、 

   イ「青森県認定リサイクル製品」の文字 

   ロ 青森県リサイクル製品認定マーク（右図） 

  のいずれか、又は両方を製品に表示することができます。 

 

（７）変更届、廃止届 

   申請書に記載した各項目のいずれかに変更があった場合、又はリサイクル製品の製

造を廃止したときは、３０日以内に届け出てください。 

   イ 変更届 

リサイクル製品認定申請書記載事項変更届出書（第４号様式）・・・８ページ 

※ 変更に当たっては、変更届で足りる内容であるか、事前に申請窓口に確認

してください。 

   ロ 廃止届 

認定リサイクル製品製造等廃止届出書（第５号様式）・・・・・・・９ページ 

 

（８）認定の取消し 

   次に示す事項に該当するとき、認定の取消しを行うことがあります。 

   イ 認定製品が認定要件に適合しなくなったとき。 

   ロ 偽りその他不正の手段により製品認定を受けたとき。 

   ハ 認定製品に変更が生じた日、又は製造を廃止した日から３０日以内に届け出な

かったとき。 

   なお、認定の取消しにより認定事業者又は第三者に生じた損失は、認定事業者が負

担することになります。 

 

（９）品質の管理 

   認定リサイクル製品を製造・加工する事業者は、製品が認定基準に適合するよう安

全性、規格及び配合率に関して適切な品質管理を実施してください。 

   また、認定製品の流通・販路過程において消費者との間で認定に係る問題が発生し

た場合、自ら対応してください。 
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２ 認定基準 

  青森県リサイクル製品認定制度による認定を受けるためには、次に掲げる要件のいず

れにも適合していることが必要です。 

（１）県内の事業場で製造・加工した製品、又は県内に主たる事務所を有する者が県外の

事業場で製造・加工した製品であること。 

（２）原材料となる循環資源が主に（概ね５０％以上）県内で発生したものであること。 

（３）生活環境の保全のために必要な措置が講じられている（環境関係法令等を遵守して

いる）事業場において製造・加工されていること。 

（４）安全性、規格及び循環資源の配合率に関する基準に適合していること。 

【安全性】 

リサイクル製品に含まれる物質が土壌に溶出する可能性がある場合にあっては、

環境基本法（平成５年法律第９１号）第１６条第１項の規定により定められた土壌

の汚染に係る環境上の条件についての基準（平成３年８月２３日環境省告示第４６

号）に適合していること。 

  【規格】 

    次に掲げる規格のいずれかに適合すること。 

   イ 日本工業規格（JIS）又は日本農林規格（JAS） 

   ロ 県又は国が定める土木工事等に係る共通仕様書に定める規格 

   ハ 知事が定める規格 

  【循環資源の配合率】 

(財)日本環境協会が定めるエコマーク認定基準のある製品は、当該配合率基準に

適合していること。（当該配合率基準によらないことについて合理的な理由がある

と認められる製品を除く。） 

エコマーク認定基準のない製品は、知事が別に定める配合率基準に適合している

こと。 

 

※ これまでに認定したリサイクル製品に関する「認定基準」をホームページにおいて

公表しております。認定申請時の参考としてください。 



－4－ 

第１号様式（第４条関係） 

平成○○年○○月○○日 

  青森県知事 ○○ ○○ 殿 

 

〒０３０－○○○○ 

青森市長島○○－○○ 

 

株式会社 あおもり 

代表取締役 青森 太郎   印 

 

リサイクル製品認定申請書 

青森県リサイクル製品の認定及び使用の推進に関する条例第５条第１項の規定による認定を

受けたいので、同条第２項の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請します。 

 

 

品    目  名   称 販売時の製品の名称を記載 

用    途 製品の使用方法や使用例などを記載してください。 

製造（加工）

する事業場 

所在地 弘前市神田○○－○○ 

名 称 株式会社 あおもり 弘前工場 

原  材  料 種      類 性      状 数      量 

古紙（循環資源） 液状 ８０％ 

顔料 粉末 ２０％ 

   

   

   

循 環 資 源 
配 合 率 （循環資源／原材料×100） ％ （うち県内発生分 ○○％） 

発生場所 八戸市大字河原木○－○  株式会社 八戸リサイクル事業所 

製造（加工）

の方法 

原材料である循環資源からリサイクル製品への製造・加工工程を具体的に

記載してください。 

寸    法 製品１個当たりの寸法（縦、横、高さ等）を記載してください。 

重    量 製品１個当たりの重量を記載してください。 

年間製造（加

工）数量 

申 請 前 年間を通しての製造（加工）実績がある場合、過去３年分の実績

を年度ごとに記載してください。 

認 定 後 認定後における年間製造（加工）の予定数量を記載してください。 

販売開始（予

定）年月日 
平成○○年○○月○○日 

安全性に関し

試験を行った

項目 

試験を行った項目を全て記載してください。 

規    格 有 ・ 無 

規格の種類 
規格の有無を○で囲み、「有」の場合、該当する規

格の種類等を記載してください。 
名   称 

番 号 等 

配合率基準 有 ・ 無 商品類型 

エコマーク認定基準の配合率基準の有無を○で囲

み、「有」の場合、該当する商品類型を記載してく

ださい。 

参 考 事 項 過去の販売実績、他の制度による認定取得状況等について記載してください。 

住  所 

電話番号 ０１７－７２２－○○○○ 

氏  名 

法人にあっては、主たる事務所

の所在地を記載してください。 

法人にあっては、名称及び代表

者の氏名を記載してください。 

「肥料」「トイレットペーパー」などの品目名を記載してください。 

循環資源全体に占める

県内発生分の比率を記

入してください。 

リサイクル製品に占める原材料

の構成比を記入してください。 

「発生場所」ごとに記入してください。「発生場所」が

複数ある場合は、別紙に記入して添付してください。 

 原材料のうち、循環資

源であるものについて

「（循環資源）」と記入

してください。 
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第２号様式（第４条関係） 

循環資源納入証明書 

 

次のとおり循環資源を納入していることを証明します。 

 

１ 納入先 

(1) 事業場の所在地 

    弘前市神田○○－○○ 

 

 

 (2) 氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

    株式会社 あおもり 

    代表取締役 青森 太郎 

 

２ 納入する循環資源 

 (1) 種類 

    第１号様式の原材料欄記載の循環資源の種類を記載してください。 

 

 

 (2) 発生場所 

    循環資源の発生する事業所等の所在地及び発生過程を記載してください。 

 

 

 (3) 年間納入数量 

  ア 実績 

    １で記載した納入先に対する過去３年分の納入実績を年度単位で記載してください。 

 

  イ 予定 

    １で記載した納入先に対する今後の納入予定数量を記載してください。 

    また、申請の前年度の実績（上記ア）に対して、３割以上の増減が予想される場合は、

その要因について記載してください。 

 

    平成○○年○○月○○日 

 

〒０３１－○○○○ 

八戸市大字河原木○－○ 

 

株式会社 八戸リサイクル事業場 

代表取締役 八戸 三郎 

 

 

注 用紙の大きさは、日本工業規格A4縦長とする。 

 

※ 本様式は、循環資源の納入者が申請者とは別に存在する場合、納入者ごと

に作成し提出してください。 

納入者 住  所 

電話番号 ０１７８－４５－○○○○ 

氏  名 

法人にあっては、主たる事務所

の所在地を記載してください。 

法人にあっては、名称及び代表

者の氏名を記載してください。 

○印  



－6－ 

添付書類 

１ リサイクル製品を製造又は加工する事業場が環境法令等に適合していることを証する

書類 

   環境法令等（大気、水質、土壌、騒音、振動、悪臭等）に基づく、各種届出や自主測

定等が適正に行われていることが確認できる書類を添付してください。 

２ リサイクル製品を製造し、又は加工する事業場の平面図 

   循環資源から製品が製造・加工されるまでの工程で関係する事業所全てについて、製

品の製造・加工に関係する機械設備の配置状況が判別できる平面図を添付してくださ

い。 

３ リサイクル製品を製造し、又は加工するための機械設備及びその保守管理に関する書類 

   循環資源から製品が製造・加工されるまでに関係する機械設備の構造、処理能力等を

記載した書類を添付してください。 

また、当該機械設備に関する保守管理マニュアル、保守管理体制等に関する説明資料

を作成し、添付してください。既存資料の複写・添付でも結構です。 

４ リサイクル製品を製造し、又は加工する工程に関する書類 

   循環資源を原材料としてリサイクル製品が製造・加工されるまでの工程をフロー図で

記載し、添付してください。 

５ リサイクル製品の品質管理に関する書類 

   リサイクル製品の品質を均一に保つための管理マニュアル、管理体制等に関する説明

資料を作成し、添付してください。既存資料の複写・添付でも結構です。 

６ 安全性、規格が認定基準に適合することを証する書類 

   認定基準の適合状況を確認するため、次の書類を添付してください。 

（１）【安全性】製品に含まれる重金属等が土壌に溶出する可能性がある場合は、環境基本

法第１６条第１項の規定による土壌の汚染に係る環境基準（平成３年環境庁告示第４

６号）に適合することを証明（申請前６ヶ月以内に実施したもの）する書類の写し。 

（２）【規格】製品に関する JIS 規格等が存在する場合は、第三者の検査機関で実施した当

該規格に適合していることを証明（申請前６ヶ月以内に実施したもの）する書類の写

し。 

JIS規格等が無い場合は品質に関する自主規格書と、規格設定において参考とした

JIS規格等の写し、及び第三者の検査機関で実施した当該規格に適合していることを

証明（申請前６ヶ月以内に実施したもの）する書類の写し。 

７ リサイクル製品の全ての原材料が適正に取引されていること等を証する書類 

（１）原材料の売買及び運搬に関する契約書と支払い状況の分かる書類（領収書等）の写し。 

（２）原材料となる循環資源が他の事業者から供給される場合にあっては、循環資源納入証

明書（第２号様式） 

（３）県外で発生した産業廃棄物を原材料として使用する場合は、「青森県県外産業廃棄物

の搬入に係る事前協議等に関する条例」に基づく事前協議が終了していることを証する

書類の写し。 

（４）再資源化された原材料の購入先事業者が廃棄物処分業者の場合は、一般廃棄物（産業

廃棄物）処理施設の設置許可証及び一般廃棄物（産業廃棄物）処分業許可証の写し、購

入契約書の写し、年間購入量、購入上の品質基準及びその品質保証に関する書類。 

（５）申請者が廃棄物を再資源化する場合は、一般廃棄物（産業廃棄物）処理施設の設置許

可証及び一般廃棄物（産業廃棄物）処分業許可証の写し、年間処理量及び再資源化率に

関する書類。 
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８ 事業場で発生する加工残渣及び廃棄物等（例：木くず、樹皮等）が、適正に処分されて

いることを証する書類 

（１）加工残渣及び廃棄物等の処理を他人に委託している場合 

   全ての加工残渣及び廃棄物等に係る廃棄物処理の収集運搬及び処分委託契約書の写

し。 

（２）加工残渣及び廃棄物等を他人に有償売却している場合 

   売買契約書の写し、及び購入者が加工残渣及び廃棄物等を利用している事実が確認で

きる書類の写し（例：発生する木くずを肥料製造業者に肥料の原材料として売却する場

合は、当該肥料に係る肥料取締法に基づく登録又は届出の写し）。 

（３）加工残渣及び廃棄物等を自己処理している場合 

   処理内容が確認できる資料の写し。 

９ 青森県内事業所の地方税法に基づく法人設置届出書の写し、又は法人県民税及び法人事

業税の納税証明書 

10 リサイクル製品（持ち運びが困難な場合は、最小のサンプル品） 

11 リサイクル製品の写真データ（電子データが無い場合は、プリントアウトしたもの） 

12 会社案内、パンフレット類 

13 その他参考となる資料 

（１）リサイクル製品の販売価格及び販売実績（過去３年分）に関する書類 

（２）その他の制度等における認定や登録の状況に関する書類 

 

 
※申請については、必要な書類が全て揃っていることを

確認して受理します。募集期間に必要な書類が揃わない

場合は申請を受理することが出来ませんので留意して下

さい。 
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第４号様式（第７条関係） 

                                                                                                                             

平成○○年○月○日  

 青森県知事  ○○ ○○  殿 

 

〒０３０－○○○○ 

青森市長島○○－○○ 

 

株式会社 あおもり 

代表取締役 青森 太郎 

 

 

リサイクル製品認定申請書記載事項変更届出書 

リサイクル製品の認定に係る申請書の記載事項に変更があったので、青森県リサイクル製品

の認定及び使用の推進に関する条例第７条の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

認 定 番 号 第 ○○－○○ 号 認 定 年 月 日 平成○○年○月○日 

変 

 

更 

 

内 

 

容 

変 更 前 変 更 後 

 

 

変 更 年 月 日 平成○○年○月○日 

変 更 の 理 由 

 

 

注１ 氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。 

 ２ 用紙の大きさは、日本工業規格 A4縦長とする。 

変更前と変更後の内容を対比して記載

してください。 

変更に至った理由、変更後の規格・品質

等の状況について記載してください。 

※本様式は、変更が生じた日から３０日以内に提出してください。 

住  所 

電話番号 ０１７－７２２－○○○○ 

氏  名 

法人にあっては、主たる事務所

の所在地を記載してください。 

法人にあっては、名称及び代表

者の氏名を記載してください。 

○印  
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第５号様式（第７条関係） 

                                                                                                                             

平成○○年○月○日  

 青森県知事  ○○ ○○  殿 

 

〒０３０－○○○○ 

青森市長島○○－○○ 

 

株式会社 あおもり 

代表取締役 青森 太郎 

 

 

認定リサイクル製品製造等廃止届出書 

認定リサイクル製品の製造（加工）を廃止したので、青森県リサイクル製品の認定及び使用

の推進に関する条例第７条の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

認 定 番 号 第 ○○－○○ 号 認 定 年 月 日 平成○○年○月○日 

廃 止 年 月 日 平成○○年○月○日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。 

 ２ 用紙の大きさは、日本工業規格 A4縦長とする。 

※本様式は、製造（加工）を廃止した日から３０日以内に提出してください。 

住  所 

電話番号 ０１７－７２２－○○○○ 

氏  名 

法人にあっては、主たる事務所

の所在地を記載してください。 

法人にあっては、名称及び代表

者の氏名を記載してください。 

○印  


